
１．本章の内容

第 1 章で触れたように、本プロジェクトで分
析に用いる主なデータは 2 つに大別される。全
国学力・学習状況調査データと、子どもパネル
データである。前者については、第 2 章でその
概要・分析方針を示し、第 3 ～ 5 章で分析を行っ
た。次章からは、子どもパネルデータの分析に
入る。

そこで本章では、子どもパネルデータの概要
と分析方針を示したい。まず、子どもパネルデー
タの意義と構成を確認する。次に、行政データ
の内容、収集手続き、データの扱いに関する法
令などについて詳述する。続けて、アンケート
データについて、調査の対象や方法、質問内容、
データの作成方法などを整理する。そのうえで、
行政データとアンケートデータの接合方法を説

明する。最後に、子どもパネルデータの分析方
針を検討し、次章以降の具体的な分析につなげ
る。

２．子どもパネルデータの意義・構成

2-1　意義
パネルデータとは、同一の対象に関する情報

を継続的に収集することで得られるデータであ
る。第 1 章で確認したように、個人の変化を経
年的に追うことで、政策や取組みの因果関係を
より適切に検証できるところに、パネルデータ
のひとつの意義がある。

また、いくつかの基礎自治体で、子どもに関
するさまざまな行政データを利活用する流れが
あることについても、第 1 章で概観した。教育・
福祉・保健など庁内の各分野で保有されている
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データを横断的につなげることで、子どもをめ
ぐる状況を総合的に把握するとともに、政策効
果の検証などが行われている。

本プロジェクトでは、豊中市のすべての子ど
もの可能性・チャンスの最大化を図ることを目
的に掲げ、子ども・教育政策の効果検証や、子
どもをめぐる格差の縮小に向けた分析を進め
る。そのためには、どのような子どもに課題が
集中しているのか、市の取組みが誰にどのよう
な影響を及ぼすのかを明らかにする必要があ
る。市内に住むほとんどの子どもを正確にカ
バーできる行政データを、因果関係をより適切
に検証できる形にパネルデータ化し、児童生徒
や保護者の行動や意識をたずねるアンケートを
組み合わせることで、そのような分析課題によ
り効果的に取り組むことができる。

2-2　構成
本プロジェクトで構築した子どもパネルデー

タは、大きく分けて 2 つの部分で構成される。
第 1 に行政データ、第 2 にアンケートデータで
ある。

行政データは、行政機関が実務を実行するう
えで収集・蓄積している情報をさす。アンケー

トデータは、豊中市立の小学校・中学校・義務
教育学校の児童生徒とその保護者を対象とした
アンケートのデータである。子どもの学びや育
ちについての課題を発見し対策を講じたり、現
在の政策・取組みがどのような子どもにいかな
る効果を及ぼしているのかを検証したりするた
めには、子どもの意識や行動を把握する必要が
ある。また、子どもの学びや育ちに影響を与え
ている保護者の意識や行動について、何らかの
形で情報を集める必要がある。そのため、今回
は特定の学年の児童生徒とその保護者に対し、
悉皆のアンケートを行った。

行政データとアンケートデータは、氏名や誕
生日といった個人情報をすべて削除し、匿名
ID を個々人について独自に作成したうえで、
個人単位で接続した。いずれのデータも、本プ
ロジェクトの期間である令和 7 年度（2025 年度）
まで、継続的に収集することを予定している。

３．行政データについて

3-1　データ内容
行政データは、図表 6-1 の 8 つのデータから

なる。

図表６-１　行政データ概要

データ名 抽出基準日 データ所管課

①住民基本台帳データ 令和 5 年 3 月 31 日 市民協働部市民課

②学齢簿データ 令和 5 年 10 月 22 日 教育委員会学務保健課

③就学援助データ 令和 5 年 10 月 22 日 教育委員会学務保健課

④生活保護データ 令和 5 年 3 月 31 日 福祉部福祉事務所

⑤児童扶養手当データ 令和 5 年 6 月 30 日 こども未来部子育て給付課

⑥児童手当データ 令和 5 年 6 月 30 日 こども未来部子育て給付課

⑦乳幼児健康診査データ 令和 5 年 3 月 31 日 こども未来部おやこ保健課

⑧税データ 令和 5 年 1 月 1 日 財務部市民税課
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①住民基本台帳データは、他のデータを相互
に結びつけるための台帳として使用するととも
に、児童生徒の性別などを把握するために使用
した。

②学齢簿データは、児童生徒の在籍校・学年
を把握するために使用した。また、住民基本台
帳に登録されていない児童生徒についても学齢
簿で補完した。

③就学援助データ、④生活保護データ、⑤児
童扶養手当データ、⑥児童手当データは、家庭
の社会経済的背景（SES）を把握するために使
用した。

⑦乳幼児健康診査データは、市内の 4 か月児、
1 歳 6 か月児、3 歳 6 か月児を対象に行われる
健診のデータであり、身長や体重といった発育
の状況や、視覚や聴覚などの反応、歯科健診の
結果、保護者に対するアンケート調査の結果な
どが含まれている。

以上の 7 つについては、匿名化された ID を
もとに個人単位で紐づけ、アンケートデータと
あわせて分析を試みるものとなる。

一方、⑧税データも家庭の SES に関連する
情報だが、関連法令をふまえ（後述）、他のデー
タとは異なり個人情報を含まない形で所管課か
ら提供を受けるとともに、他のデータと個人単
位では紐づけずに使用した。具体的には、第
10 章において、小中学生の子どもがいる世帯
の合計所得金額の平均値を小学校区ごとに算出
し、地域の SES の指標として用いるなどした。

3-2　関連法令
本プロジェクトでは、さまざまな部局が保有

する行政情報と、今回独自に行う児童生徒・保
護者アンケートを個人レベルで紐づけ、経年で
追跡する。情報の接合にあたっては、各情報を
結びつけるための共通のキーとなる個人情報

（氏名、生年月日等）を必要とする。そこで、
地方自治体における個人情報の扱いについて関

連法令を整理しておきたい。
個人情報の取扱いに関しては、これまで各自

治体の個人情報保護条例が規律していた。しか
し、デジタル社会形成整備法により個人情報の
保護に関する法律が改正され、令和 5 年（2023
年）4 月 1 日以降、自治体における個人情報保
護に関するルールは、国の個人情報の保護に関
する法律（以下「法」という。）のもとに一元
化されることとなった。本プロジェクトは、改
正後の法に従って個人情報を扱う必要がある。

新たな法の第 69 条では、例外的に利用目的
以外の目的のための利用又は提供が認められる
場合について定められている。法第 69 条第 2
項第 2 号では、「行政機関等が法令の定める所
掌事務又は業務の遂行に必要な限度で保有個人
情報を内部で利用する場合であって、当該保有
個人情報を利用することについて相当の理由が
あるとき」に、利用目的以外の目的のため保有
個人情報を自ら利用できるとされている。

本プロジェクトでは、とよなか都市創造研究
所（市長部局）が市長部局内の他課等で保有す
る個人情報を含むデータを利用することについ
て、上記の法第 69 条第 2 項第 2 号で規定する
市の組織内部の同じ実施機関内での個人情報の
目的外利用として整理した。

なお、分析においては、市長部局のみならず
教育委員会の保有する個人情報を利用する。国
への照会の結果、市長部局と教育委員会は別の
機関として捉えるとの見解であったため、教育
委員会の保有個人情報については、法第 69 条
第 2 項第 3 号の「市の組織内部の異なる実施機
関内や他の自治体等に保有個人情報を提供する
場合」にあたるものとし、外部の機関への個人
情報の提供における外部提供として整理した。

法においては、個人情報の目的外利用又は外
部提供（以下「目的外利用等」という。）にあたっ
て「相当の理由」があるかどうかが判断基準と
なる。
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この法第 69 条第 2 項第 2 号又は第 3 号を根
拠とした目的外利用等について、法の改正以前
は、主に豊中市個人情報保護条例第 7 条第 2 項
第 7 号又は第 12 条第 2 項第 6 号を根拠として
市の附属機関である豊中市情報公開・個人情報
保護運営委員会に諮問し、その承認を得て実施
していた。一方、新たな法の下では、このよう
な内容について附属機関に諮問することを国が
許容していないため、個人情報を保有する部署
のみで目的外利用等をすることについて相当の
理由があるかどうかの判断をすることとなった。

令和 5 年（2023 年）4 月現在、豊中市は、目
的外利用等の可否について国が相当の理由があ
るものとして示す社会通念上、客観的にみて合
理的な理由があることについて、保有個人情報
の内容や当該保有個人情報の利用目的等を勘案
して決定することで「相当の理由」があるとす
る運用とすることとした。

家庭の経済状況を示す重要な行政情報の一つ
に税収情報がある。本プロジェクトでは、SES
の代理指標として個人情報を含む税情報の取得
についても検討した。

税情報については、個人情報の保護に関する
法の規定に加え、地方税法において厳格な規定
がおかれている。税部門及び法務部門とも協議
を重ねた結果、現状では、税部門からとよなか
都市創造研究所に個人情報を含む税情報を提供
することは、地方税法第 22 条で定める守秘義
務規定に抵触する恐れが大きいと考えられるた
め、個人情報を含む税情報について本プロジェ
クトでの活用は見合わせることとなった。

一方、税情報について適切な匿名化を行い、
個人情報を削除することで、秘密たりえないと
解釈できるのであれば、地方税法第 22 条の構
成要件を満たさず秘密の漏えいにあたらないと
される。個人情報を含まないデータの収集の可
能性について、税部門・とよなか都市創造研究
所で引き続き議論を続け、最終的には約 19 万

世帯分の税データを入手することができた。
入手した税データの項目は、令和 5 年（2023 年）

1 月 1 日を基準日とした各世帯の合計所得金額
区分・給与区分（50 万円未満、50 万円～ 1000
万円は 50 万円刻み、1000 万円以上の 21 区分）、
世帯主の性別・年齢区分（25 歳以下、26 歳～
64 歳は 5 歳刻み、65 歳以上の 10 区分）、世帯人
数（5 人以上をカテゴリ化）、小学生以下・中学生・
18 歳未満の人数（それぞれ 3 人以上をカテゴリ
化）、居住地区（小学校区）である。個人が特定
できないよう利用する項目について検討を重ね、
各項目において該当者数が少ない区分について
はカテゴリ化を行うよう配慮している。

税情報の利活用における発展的な取り組みと
して、東京大学政策評価研究教育センター

（CREPE）で、令和 3 年（2021 年）から「EBPM
推進のための自治体税務データ活用プロジェク
ト」が開始されている。このプロジェクトでは、
複数の自治体から匿名化された個人レベルの税
情報の提供を受け、税収予測等のデータ分析を
行い参加自治体にフィードバックするととも
に、提供データを用いた学術研究が試みられて
いる。当該プロジェクトは「個人情報を保護し
つつ、多くの社会科学研究者が全国の行政記録
情報を容易に学術利用できる仕組みを確立す
る」という目的のもと進められているものであ
る（詳細については本機関誌の特集論文「税務
データの研究利用可能性と EBPM」でも紹介
されている）。なお、税情報に関しては、どの
ような匿名化を行えば地方税法のいう秘密にあ
たらないかについて、各自治体の判断に任せら
れている部分が大きく、今後の検討課題となる。

3-3　データ収集手続き
次に、個人情報を含む行政データを収集する

際に行った法上の目的外利用等の申請の流れに
ついて触れる。

法 69 条第 2 項の規定に基づく目的外利用等
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の申請の流れは以下のとおりである。市長部局
内の課等の間での個人情報の提供・受領を想定
すると、まず、個人情報の目的外利用を申請し
たい課等の長は、個人情報を保有する課等の長
あてに「保有個人情報目的外利用申請書」を提
出する。この申請書においては、「目的外利用
等を必要とする理由」「保有個人情報の項目」「保
有個人情報を利用する職員」「データの保管課」

「利用開始及び廃棄の時期」等を記載する。
次に、個人情報を保有する課等の長は、その

申請に対して「相当の理由」があるかどうか判
断し、「保有個人情報目的外利用可否決定通知
書」によって、個人情報の目的外利用の可否を
通知し、可の場合に個人情報を申請課等に提供
することとなる。

教育委員会等の組織内部の異なる実施機関に
市長部局が申請を行う場合、つまり外部提供の
申請の場合は、同様に「保有個人情報外部提供
申請書」で申請を行い、「保有個人情報外部提
供可否決定通知書」で通知を行う。

本プロジェクトでは、各データの利用に係る
申請を、とよなか都市創造研究所長から各デー
タ保有課の課長あてに行った。データを結合す
るための個人情報として氏名（カナ）、生年月日、
性別、住所、参考情報として宛名番号の提供を
依頼し、すべての申請について、目的外利用等
が可能であるとの通知を得た後、順次個人情報

を含むデータを申請課から受領した。

3-4　個人情報の管理
他部局等から個人情報の目的外利用または外

部提供の手続きを経て得た個人情報を含むデー
タは、厳重に管理する必要がある。豊中市では、
すでに規則等で情報セキュリティに関する規定
を定めているが、これらの関連法令を遵守する
ことに加えて、とよなか都市創造研究所では、
個人情報を含むデータの管理について、独自の
基準となる「とよなか都市創造研究所データ利
活用に関する安全管理措置（第 1 版）」（とよな
か都市創造研究所、令和 5 年 6 月 30 日付豊都
研第 64-1 号）及び「とよなか都市創造研究所
データ管理マニュアル（第 1 版）」を定め、デー
タをより適切に取り扱うよう努めた。なお、デー
タの提供においては、原則、市の庁内情報共有
システム内での受け渡しを行い、USB 等の外
部媒体での受け渡しは必要な場合を除き、極力
行わない運用とした。

４．アンケートデータについて

4-1　対象・時期・方法
アンケート調査は豊中市立学校の児童生徒と

その保護者を対象に行った。調査概要は以下の
図表 6-2 のとおりである。

図表６-２　アンケート調査概要

対象
豊中市立学校の小学 3・5 年生の児童、中学 1 年生の生徒、義務教育
学校の 3・5・7 年生（合計約 1 万 800 人）とその保護者

時期 令和 5 年（2023 年）9 月 22 日（金）～ 10 月 9 日（月・祝）

方法

・送付：封筒に入った依頼文・調査票（回答用紙を兼ねる）などを学
校で配布

・回収：各家庭で記入後、同封の返信用封筒で研究所宛に郵送（Web
回答も可）
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今回の調査は、対象学年の児童生徒とその保
護者に対する悉皆調査である。同一の学年を追
う形で、3 年間続けて同様の内容のアンケート
を実施することを想定している。対象となる学
年は、調査最終年までに義務教育課程を卒業し
ないこと、学年が連続しないこと、アンケート
の回答が可能な年齢であることなどを考慮して
設定した。

実施時期は、9 月末から 10 月上旬とした。
締切りの直前には、学校や教育委員会から保護
者のスマートフォンなどにお知らせを配信する
機能などがある連絡システム（コドモン）を通
じて、「回答のお礼」と「回答のお願い」を兼
ねた連絡を教育委員会より送った。

アンケートの送付は、各学校をとおして行っ
た。児童生徒と保護者に対する依頼文、質問票
などを入れた封筒を各学校に配達し、その封筒
を各児童生徒に渡してもらった。

回収は郵送で行った。封筒を児童生徒が各家
庭に持ち帰り、保護者とともにアンケートに答
えたうえで、児童生徒と保護者の質問票を一緒
に返信用封筒（切手不要）に入れ、返信しても
らう方式をとった。

アンケートは、紙のほかに Web での回答も
可能にした。児童生徒と保護者への依頼文に、
それぞれアンケート回答フォームの QR コード
を印字し、スマートフォンなどで読み取る形式
とした。Web での回答フォームは日本語のほ
かに、英語、中国語、韓国・朝鮮語、ベトナム
語のものも用意した。回答フォームは、豊中市
の電子申込システムを使用した。

アンケートでは、児童生徒と保護者にそれぞ
れ子どもの氏名と誕生日を書いてもらった。氏

名と誕生日は、データの接合（児童生徒とその
保護者のアンケートの接合、異なる年度の同一
回答者のアンケートの接合、行政データとアン
ケートの個人単位の接合）で使用するためのも
のである。漢字が入るとデータの接合時にエ
ラーが頻出することが予想されたため、児童生
徒・保護者ともに子どもの氏名はカタカナのみ
での記入を求めた。

調査票と同時に送付した依頼文では、アン
ケート調査の目的や本プロジェクト自体の趣
旨、回答方法などについて説明を行った。特に
保護者に対しては、アンケートの結果を行政
データと接合すること、個人情報の管理を徹底
することなどを説明し、趣旨を理解したうえで
アンケートを返送するよう伝えた。

協力に対するお礼と回収率の向上を考慮し、
マチカネポイントの付与も行った。マチカネポ
イントは、豊中市内の加盟店舗で使えるポイン
ト（1 ポイント＝ 1 円）であり、スマートフォ
ンで専用アプリを取得・登録すると利用できる。
保護者への調査票の末尾にマチカネポイントの
応募欄（アプリ登録者の氏名と生年月日を記入）
を設け、応募者のなかから抽選で 1,500 人に
300 ポイントを付与した。

4-2　質問項目
アンケートで設けた質問の概略は、図表 6-3

と 6-4 のとおりである（実際のアンケート調査
票は資料を参照。また、調査票と同時に配布し
た依頼文と、各質問に対する回答の基礎的な集
計結果は、いずれも豊中市の公式ホームページ
に掲載している）。
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図表６-３　アンケート項目（児童生徒）

問番号 質問項目概要
問 1 授業理解度（国語）
問 2 授業理解度（算数・数学）
問 3 授業理解度（英語）
問 4 勉強時間（平日・1 日あたり）
問 5 学校図書館で本を借りる冊数（1 か月あたり）
問 6 読書時間（平日・1 日あたり・授業外）

問 7 学習方略（わからないことは聞く、くり返し書いて覚える、テストで間違えた問題をや
りなおす、勉強の順番を考える、自分でさらに調べる）

問 8 英語の授業（英語の授業が好き、英語で自分の考え・気持ちが伝えられる、外国の人と
話してみたい、いろいろな国のことをもっと知りたい）

問 9 音楽の授業（みんなと楽器を演奏するのは楽しい、授業で音楽を聞くのは楽しい、自分
で新しい音楽を作りたい）

問 10 非認知能力（自尊感情、やり遂げる力、挑戦心、協調性、夢・目標）
問 11 体や気持ちで気になること
問 12 幸福度
問 13 居場所の有無
問 14 ポジティブな経験（家庭生活、学級生活、地域生活）

図表６-４　アンケート項目（保護者）

問番号 質問項目概要
問 1 回答者の続柄
問 2 初めて親となった年齢
問 3 子どもの歯磨きの回数（1 日あたり）
問 4 子どもが野菜料理を食べる頻度（朝食・夕食時）
問 5 子どもの塾・習い事
問 6 子どもへの働きかけ（決まった時間に寝かせる、毎日朝食を食べさせる、計画的な勉強

をうながす、子どもをほめて自信をもたせる、子どもと学校での出来事を話す、夕食を
一緒に食べる、自分でできることは自分でさせる、子どものプライバシーを尊重する）

問 7 携帯電話・スマートフォンの使い方のルール
問 8 文化施設利用頻度（美術館・劇場、博物館・科学館、図書館）
問 9 社会関係（学校行事への参加、学校ボランティアへの参加、地域行事への参加、子ども

の教育に関わる地域の人の多さ）
問 10 子どもへの働きかけ（本を読むようすすめる、本の感想を話す、絵本の読み聞かせをした、

英語に触れるよう意識、さまざまな国の文化に触れるよう意識）
問 11 家にある本の冊数
問 12 進学期待
問 13 保育所・幼稚園・こども園に通った年齢
問 14 家族構成
問 15 母親・父親の就労状況
問 16 現在の家庭の暮らし向き
問 17 自身が 15 歳時の家庭の暮らし向き
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第 1 章で整理したように、本プロジェクトで
は、子ども・教育政策の効果の検証、学力や健
康などの格差を縮小するための方策の検討と
いった課題に取り組む。このことを念頭に、先
行研究もふまえながら図表 6-5 のような研究の
枠組みを想定し、アンケート調査の質問を構成

した。質問項目を検討するプロセスでは、関係
部局やアドバイザー（学識経験者）の意見も反
映した。なお、児童生徒や保護者に回答しても
らえる質問数を考慮し、関係部局との調整の結
果、アンケートの調査票は A3 用紙の裏表に収
めることとなった。

※括弧内は各項目に対応するアンケートの設問番号。「子」は児童生徒アンケート、「保」は保護者アンケートを示す。

図表６-５　アンケート調査の枠組み

いくつかの質問項目について、ねらいや先行
研究などを補足する。

○授業理解度
児童生徒アンケートの問 1 から問 3 は、国語、

算数・数学、英語の授業理解度についての設問
である。これは、主として学力の代替指標とし
て設定した。学力の指標としては、学力調査の
結果などを用いるのがより適切だが、今回は全
国学力・学習状況調査データと子どもパネル
データの接続がかなわなかったため、アンケー
トで授業理解度をたずねることにした。

○読書
児童生徒アンケートの問 5・6 は、読書につ

いての設問である。豊中市では、子どもたちの
豊かな人間性を育むことなどを目的に、就学前
から学齢期を通じて子どもの読書活動を推進し
ている。このことをふまえ、市による読書推進
の取組みの効果などを分析するための質問とし
て設定した。学校図書館で 1 か月に借りる本の
冊数と、平日の授業以外の読書時間をたずねた。
それと対応するかたちで、保護者アンケートの
問 8 では親子で図書館に行く頻度、問 9 では保
護者から子どもへの読書の促し、読書に関する
親子での会話、幼少期の絵本の読み聞かせの経9 

 

 第 1 章で整理したように、本プロジェクトでは、⼦ども・教育政策の効果の検証、学⼒や
健康などの格差を縮⼩するための⽅策の検討といった課題に取り組む。このことを念頭に、
先⾏研究もふまえながら図表 6-5 のような研究の枠組みを想定し、アンケート調査の質問
を構成した。質問項⽬を検討するプロセスでは、関係部局やアドバイザー（学識経験者）の
意⾒も反映した。なお、児童⽣徒や保護者に回答してもらえる質問数を考慮し、関係部局と
の調整の結果、アンケートの調査票は A3 ⽤紙の裏表に収めることとなった。 
 

 
※括弧内は各項⽬に対応するアンケートの設問番号。「⼦」は児童⽣徒アンケート、「保」は保護者アンケ

ートを⽰す。 

図表 6-5 アンケート調査の枠組み 
 
 いくつかの質問項⽬について、ねらいや先⾏研究などを補⾜する。 
 
○授業理解度 
 児童⽣徒アンケートの問１から問３は、国語、算数・数学、英語の授業理解度についての
設問である。これは、主として学⼒の代替指標として設定した。学⼒の指標としては、学⼒
調査の結果などを⽤いるのがより適切だが、今回は全国学⼒・学習状況調査データと⼦ども
パネルデータの接続がかなわなかったため、アンケートで授業理解度をたずねることにし
た。 
 
○読書 
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験についてたずねた。

○英語
児童生徒アンケートの問 8 は、英語の授業に

ついての設問である。豊中市では、確かな学力
の向上などを目的に、外国人英語指導助手

（AET）派遣によるティーム・ティーチング 1

体制の確立などを図っている。このことをふま
え、市による英語に関する取組みの効果などを
分析するための質問として設定した。学習指導
要領などもふまえ、英語の授業への好感度、英
語でコミュニケーションをする力、主体的に英
語を用いてコミュニケーションを図ろうとする
態度、外国語の背景にある文化に対する理解を
深める意欲をたずねた。それと対応するかたち
で、保護者アンケートの問 5 で子どもが英会話
など語学教室の習い事をしているかどうか、問
10 で家庭での英語接触機会の意識、多様な国
の文化に接触する機会の意識についてたずね
た。

○音楽
児童生徒アンケートの問 9 は、音楽の授業に

ついての設問である。豊中市では、子どもたち
の豊かな人間性を育むことなどを目的に、大阪
音楽大学の学生などを豊中市内のこども園や学
校に派遣するサウンドスクール事業などを行っ
ている。このことをふまえ、市による音楽に関
する取組みの効果などを分析するための設問と
して設定した。学習指導要領などもふまえ、他
者と協働して音楽活動をする楽しさ、さまざま
な音楽に親しむ音楽鑑賞の楽しさ、自ら音楽に
かかわる音楽づくりへの意欲をたずねた。それ
と対応する形で、保護者アンケートの問 5 で子
どもが音楽の習い事をしているかどうかをたず
ねた。

○居場所
児童生徒アンケートの問 13 は、居場所の有

無についての設問である。豊中市では現在、全
小学校区で子どもの居場所づくりを推進してい
る。そこで、居場所があることの効果などを分
析するための質問を設定した。「あなたは、お
うちや学校のほかに、ほっとできたり、安心し
て話をできたりする場所はありますか」とたず
ね、「ある」「ない」「わからない」の 3 つの選
択肢から 1 つを選んでもらった。

○ポジティブな経験
児童生徒アンケートの問 14 は、今回の調査

で「ポジティブな経験」と呼ぶ項目についての
設問である。この質問は、以下のような ACE
研究をふまえて設定している。

ACE とは、Adverse Childhood Experiences
の略で、日本語では「子ども期の逆境体験」な
どと訳される。子どものころに経験した、虐待
やネグレクトといったトラウマとなりうる出来
事のことである。1990 年代からアメリカで、
この ACE の成人後の影響に関する研究がはじ
まった。それによると、子ども時代に経験して
いる ACE の種類が多いほど、後年、病気や貧
困など社会的・経済的に生きづらい状況に置か
れる可能性が高いことが明らかになっていると
いう（三谷 2023）。

では、ACE による悪影響を断ち切るにはどう
したらよいのか。それを明らかにする研究も積
み重ねられている。それによると、子ども期の
良い経験（PCE：Positive Childhood Experiences）
が多いほど、成人後のメンタルヘルスや社会経
済的状況などが良好な状況に置かれる可能性が
高いという（三谷 2023）。

PCE の指標については、米国ウィスコンシ
ン州に住む 18 歳以上の 6,188 人を対象にした

1	 学級の児童生徒の状況に応じて、特定教科において複数 の教員が協力してきめ細かな指導を行うこと。
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調査を行った、Bethell et al.（2019）が参照さ
れることが多いようだ。この調査では、子ども
期の家庭・学校・地域でのポジティブな経験（項
目は 7 つ）の有無を回顧的にたずねている。分
析の結果、ポジティブな経験の数が多いほど、
成人後のうつ病や精神的不健康のリスクが抑制
されていることが明らかになった。

日本でも、全国の 20 ～ 69 歳の 2 万人を対象
に行われた調査（京都大学生涯学 WEB 調査）
で、5 つの質問項目からポジティブな経験の有
無が回顧的にたずねられた。その結果、たとえ
ACE を経験した人であっても、PCE を経験し
ているほど成人期の重度のうつ、不安障害と
いった精神的不調のほか、貧困、社会的孤立な
どのリスクを軽減していることがわかった（三

谷 2023）。
子どものころのポジティブな経験は、子ども

期のみならず、成人後にも良い影響を与える可
能性がある。さまざまな格差の縮小にもつなが
ることが期待されるだろう。

そこで、今回のアンケートでもポジティブな
経験の有無をたずねることにした。ただ、これ
までの PCE に関する調査の多くは、成人を対
象に、子どものころの経験を振り返って回答し
てもらう形式をとっている。そのため、今回の
プロジェクトでアンケートの対象となる子ども
に、同じ質問をそのまま使うことは適切ではな
い。そこで、先行研究をふまえつつ、図表 6-6
のように質問を設定した。すべて「あてはまる」
から「あてはまらない」の 4 件法でたずねた。

図表６-６　ポジティブな経験についての設問

Bethell et al.（2019） 京大生涯学 WEB 調査
（三谷 2023 参照） 今回のアンケート

家族に気持ちを打ち明けることがで
きた

自分の気持ちを家族の誰かに話すこ
とができた

あなたが話すことを、おうちの人は
しっかり聞いてくれる

困難なとき家族が味方になってくれた 大変なときに家族の誰かが支えてく
れたと感じた

あなたがこまったときは、おうちの
人がぜったいに助けてくれる

地域の伝統行事に楽しく参加できた 友だちまたは恋人に支えられている
と感じた

地域で行われるお祭りやイベントに
よく行く

高校で帰属意識を持てた（不登校や
自宅学習者は除く）

自分を気にかけてくれる親以外の大
人がいた 学校ですごすのは楽しい

友人から支えられていると感じた 家族以外に、居心地の良い場所があ
った

あなたがこまったときは、友だちが
ぜったいに助けてくれる

親以外で自分に心から関心を持って
くれていた人が少なくとも2 人はいた

親のほかに、あなたのことをしんぱ
いしてくれるおとなの人がいる

家の中で大人に守られ安心していた

○文化施設利用頻度
保護者アンケートの問 8 は、文化施設の利用

頻度についての設問である。先行研究では、家

庭の所得など経済資本のほか、文化資本も子ど
もの学力などに影響している可能性が指摘され
て い る（ 片 岡 2001、 松 岡 ほ か 2014、 須 藤
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2013）。つまり、家庭環境にあるなんらかの文
化的な要素が、経済資本などとは別に、子ども
の学力などに一定の影響を及ぼしている可能性
がある。そうだとすれば、学力などの格差を縮
小するためのヒントが、文化資本に着目するこ
とで得られるかもしれない。以上のような観点
から、問 8 では保護者が子どもといっしょに美
術館・劇場、博物館・科学館、図書館に行く頻
度をたずねた。

○社会関係
保護者アンケートの問 9 は、社会関係につい

ての設問である。先行研究では、経済資本や文
化資本のほか、社会関係資本も子どもの学力な
どに影響している可能性が指摘されている（芝
野 2016、志水 2014、垂水 2019、露口 2011）。
つまり、保護者の社会関係がひとつの資本と
なって、経済資本などとは別に、子どもの学力
などに一定の影響を及ぼしている可能性がある
ということである。そうだとすれば、学力など
の格差を縮小するためのヒントが、保護者の社
会関係に注目することで得られるかもしれな
い。以上のような観点から、問 9 で保護者の学
校や地域社会との関係をたずねる質問を設け
た。

4-3　ローデータ 2 の作成
回収されたアンケートは次のような手順で処

理した。
①紙で回収された調査票（紙回答）への仮

ID の付与。紙で返送されたすべての調査票に
仮 ID を記入した。児童生徒と保護者が同じ封
筒で一緒に返信された場合は、同じ番号が含ま
れる仮 ID を付与し、子どもと保護者が確実に
マッチングできるようにした。

②紙回答の結果の入力。児童生徒と保護者の
それぞれの回答を、すべてエクセルシートに入
力した。

③紙回答の児童生徒・保護者のマッチング。
仮 ID で児童生徒とその保護者を一対一で紐づ
けた。

④ Web で回答されたデータ（Web 回答）の
児童生徒・保護者のマッチング。Web 回答を
エクセル形式で出力し、子どもの氏名・誕生日
をキーに児童生徒とその保護者を一対一で紐づ
けた。マッチングできないケースについて確認
し、児童生徒と保護者のどちらかに氏名や誕生
日の入力ミスがうかがえるケースなどを紐づけ
た。

⑤紙回答と Web 回答にまたがる児童生徒・
保護者のマッチング。児童生徒が紙回答、保護
者が Web 回答といったように、回答形式が児
童生徒と保護者で異なるケースについて、子ど
もの氏名・誕生日により紐づけた。

⑥紙回答と Web 回答の統合。児童生徒と保
護者のマッチングをすべて終えたのちに、紙回
答が入力されたエクセルシートと、Web 回答
が入力されたエクセルシートを、ひとつに統合
した。

⑦匿名 ID の付与。住民基本台帳の宛名番号
（住民基本台帳に記録されているすべての個人
に付番されている番号であり、個人の識別のた
めに用いられる）についてハッシュ化（特定の
計算手法にもとづいてデータを不規則な文字列
に変換する方法）を行った。これを匿名IDとし、
アンケートの回答者に付与した。付与の際は子
どもの氏名・誕生日をキーとした。氏名・誕生
日の記入ミスなどにより匿名 ID の付与でエ
ラーが出たケースについては、住民基本台帳や
学齢簿などで氏名・誕生日を参照したうえで、

2	 ローデータ（raw data）とは、特に手を加えていない生
の状態のデータのこと。アンケート調査の場合、回答者一

人ひとりの回答がそのまま入力されたデータをさす。
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可能な限り匿名 ID を付与した。最終的に、ア
ンケートに氏名・誕生日が記入されているもの
の匿名 ID が付与できなかったケースはごくわ
ずかとどまった。

⑧データクリーニング。回答の矛盾が見られ
るケース（例：回答者が母親になっているが、
家族構成の質問で母親に丸がついていない、な
ど）について、齟齬がないようにクリーニング
を行った。紙回答からエクセルシートへの転記
ミスがうかがえるケースについては、仮 ID を
もとに調査票にあたって精査した。

⑨個人情報の削除。エクセルシートから子ど
もの氏名、誕生日、仮 ID を削除し、ローデー
タを確定した。

4-4　回収率
アンケートの回収率について確認する（図表

6-7）。全学年（学年不明をふくむ）の児童生徒
と保護者をあわせた回収率は、37.3％である（配
布数は令和 5 年（2023 年）9 月 22 日現在の学
齢簿にもとづく）。

回収率を学年別にみると、小 3 で 40.7％と
もっとも高く、小 5 は 35.3％、中 1 は 35.4％と
同程度となった。また、児童生徒・保護者とも
に、小 3 がもっとも回収率が高く、小 5 と中 1
は同程度となった。

児童生徒と保護者を比べると、いずれの学年
も児童生徒よりも保護者のほうが回収率は高
い。 全 体 で み る と、 児 童 生 徒 の 回 収 率 は
35.4％、保護者の回収率は 39.2％である。

図表６-７　アンケート回収率

　 　 配布数 回収数 回収率（％）

小 3 児童 3,707 1,427 38.5

保護者 3,707 1,592 42.9

小計 7,414 3,019 40.7

小 5 児童 3,756 1,271 33.8

保護者 3,756 1,381 36.8

　 小計 7,512 2,652 35.3

中 1 生徒 3,300 1,110 33.6

保護者 3,300 1,226 37.2

小計 6,600 2,336 35.4

学年不明 児童生徒 ― 7 ―

保護者 ― 22 ―

　 小計 ― 29 ―

合計 児童生徒 10,763 3,815 35.4

保護者 10,763 4,221 39.2

　 小計 21,526 8,036 37.3

今回のアンケートでは、児童生徒・保護者と
もに Web での回答も可能とした。回答手段別
の構成比をみると（図表 6-8）、いずれの学年
も児童生徒より保護者のほうが Web での回答

割合が高い。全体では、児童生徒の回答者のう
ち 14.7％、保護者の回答者のうち 23.7％が
Web を使用している。

児童生徒の回答手段を学年別にみると、Web
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の回答は小 3 で 14.3％、小 5 で 16.4％、中 1 で
13.4％となっている。学年が上がっても Web
での回答が必ずしも増えるわけではない。保護
者も同様で、学年による回答手段の差はほとん
どない。

なお、Web では外国語（英語、中国語、韓国・
朝鮮語、ベトナム語）の回答フォームも用意し
た。児童生徒は英語で 2 件、中国語で 2 件、保
護者は英語で 4 件の回答があった。

図表６-８　回答手段

５．データの接合

ここまで述べてきたように、子どもパネル
データは、いくつかの行政データと児童生徒・
保護者を対象としたアンケートデータから構成
される。

これらの個々のデータを今回の分析で用いる
子どもパネルデータにするためには、大きく 2
つの接合作業が必要となる。第 1 に、同じ年度
の異なるデータが相互に個人単位で紐づけられ
ていなければならない（横断的な接合）。第 2 に、
異なる年度の同じデータが相互に個人単位で紐
づけられていなければならない（縦断的な接
合）。

今年度（令和 5 年度（2023 年度））はプロジェ
クトの 1 年目のため、第 2 の接合、つまり年度
をまたいだ縦断的な接合は実際には必要ない。
準備だけをしておけばよい。今年度は第 1 の横
断的な接合のみを実施した。

横断的な接合は、大きく 3 つの工程にわかれ
る。1 つめは、異なる行政データの間の接合で
ある。2 つめは、児童生徒アンケートと保護者
アンケートの接合（児童生徒と保護者のマッチ
ング）である。3 つめは、行政データとアンケー
トデータの接合である。

1 つめの行政データ間の接合は、住民基本台
帳の宛名番号を使用した。宛名番号とは、住民
基本台帳に記録されているすべての個人に付番
されている番号であり、個人の識別のために用
いられる。宛名番号は、今回収集した学齢簿デー
タ、就学援助データ、生活保護データ、児童扶
養手当データ、児童手当データ、乳幼児健康診
査データのすべてにも付与されている。この番
号をキーとして、各行政データを個人単位で紐
づけていった。必要な情報を紐づけたあとは、
宛名番号をハッシュ化（特定の計算手法にもと
づいてデータを不規則な文字列に変換する方
法）したものを匿名 ID とし、これを残して宛

15 
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名番号・氏名・誕生日など個人情報は削除した。
2 つめの児童生徒アンケートと保護者アン

ケートの接合の手順は、すでに 4-3 で述べた。
同一封筒への封入や、子どもの氏名・誕生日で
マッチングした。

3 つめの行政データとアンケートデータの接
合も、4-3 でほぼ説明した。子どもの氏名・誕
生日をキーに、アンケートの回答者には住民基
本台帳の宛名番号をハッシュ化した匿名 ID が
付与されている。これにより、他の行政データ
とも紐づけられた。

なお、行政データのうち、乳幼児健康診査デー
タは、学齢期の児童生徒をふくまないため、ア
ンケートデータとの接合は行えない。そのため、
今回の子どもパネルデータには、正確には 2 つ
のデータセットが存在する。データセットA「住
民基本台帳をベースに行政データ（学齢簿・生
活保護・就学援助・児童扶養手当・児童手当）
とアンケートデータを接合したもの」と、デー
タセット B「乳幼児健康診査データをベースに
行政データ（生活保護・児童扶養手当・児童手
当）を接合したもの」である。第 7 章から第 9
章はデータセット A、第 10 章はデータセット
B を使った分析結果である。

最終的に作成されたデータセット A は、主
に以下の情報からなる。

①匿名 ID
②性別
③在籍校
④学年
⑤各種手当の受給の有無
⑥児童生徒アンケートの回答
⑦保護者アンケートの回答

匿名 ID からは、もとの宛名番号を復元する
ことはできない。つまり、最終的に分析に使用
したデータセットからは、個人に遡ることがで

きない。
接合にかかるすべての作業については、外部

のインターネット環境から独立した庁内の端末
で行った。接合の作業をはじめ、アンケート回
答の入力など個人情報の入ったデータを使用し
た場合は、日時・作業者・作業内容をすべて記
録に残した（詳細は「3-4　個人情報の管理」
を参照）。

６．分析方針

最後に、子どもパネルデータの分析方針につ
いて検討する。

くり返しになるが、本プロジェクトにおける
目的は、すべての子どもの可能性とチャンスを
最大化することである。分析結果は、その目的
のために必要な政策や取組みは何かを考える材
料となることが前提である。3 年間を通じて、
子ども・教育政策の効果の検証、さまざまな格
差を縮小するための方策の検討などを行うこと
となる。

令和 5 年度（2023 年度）はプロジェクトの
初年度であり、子どもパネルデータに関しては
収集したデータも 1 年だけに限られている。そ
のため正確には、異なる時点のデータをつなげ
た「パネルデータ」ではない。「次年度以降パ
ネルデータになる予定のデータ」である。個人
の変化を追うことができるパネルデータの強み
を生かした分析、政策効果の検証などは、次年
度以降に持ち越されることになる。

そこで、令和 5 年度（2023 年度）は、格差
の実態とその克服のためのヒントを明らかにす
ることに、主な分析のポイントを絞ることにし
たい。方針を 2 つに整理すると次のとおりであ
る。

①家庭 SES と学力・健康などの関係を分析
する
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②家庭 SES の不利を克服している児童生徒・
家庭の特徴を分析する

具体的な分析は、図表 6-5 で示したアンケー
トの枠組みを参照しながら進める。まず、主と
して行政データから作成される家庭 SES の指
標を説明変数とし、子どもの学力・健康・体験
などを被説明変数とした分析を行う。家庭 SES
が学力・健康・体験などの面での格差と関連し
ているかどうかがひとつの焦点となる。

加えて、家庭 SES が厳しい子どもたちのう
ち、その不利を克服している児童生徒や家庭に
はどのような特徴があるのかを検討する。その
場合、特に児童生徒の意識や行動、保護者の意
識や行動に注目する。

分析は、基本的にはクロス集計や相関分析な
どにとどめる。多変量解析などの分析をまった
く行わないわけではないが、初年度はデータの
基礎的な分析を行い、格差の実態とその克服の
ヒントなどをおおまかにつかむことに注力す
る。複数のデータをつなぎあわせて分かった基
礎的な結果をわかりやすく提示し、庁内での共
有に努めることで、プロジェクトの体制強化に
つなげる。

分析の前提となる子どもパネルデータの構築
は豊中市において初めての試みである。さまざ
まなハードルがありつつも、本章で説明したよ

うな手順をとおしてデータの構築が首尾よく進
められたこと自体、初年度の成果のひとつであ
る。
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